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自然にちかづき（緩和）、自然によりそう（適応）

▼研究の概要（背景・目標）
IPCC の 6 次評価報告書において、人間の影響

が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことに
は「疑う余地がない」と明記された。向こう数十
年の間に温室効果ガスの排出が大幅に減少しない
限り、二十一世紀中に世界平均気温は現在より
2℃以上上昇すると予測されている。パリ協定では、
全球温度を 2℃上昇以内に抑える目標を立てた他、

気候変動による影響が避けられないため、適応計
画プロセスや行動の実施、適応報告書の提出など、
気候変動に対する適応の事項が盛り込まれた。適
応策とは温室効果ガスの増加により発生する気候
変動（特に地球温暖化）に対処し、被害を減らす
ための対策である。地球温暖化が進行し、温室効
果ガスの排出削減を要請され、適応を考慮しなけ
ればいけない現状、自治体においても地球温暖化
について認知と理解をさらに深めていく必要があ
る。そこで、岩手県内の事業所が温暖化対策とし
ての緩和策と適応策をどのように認識しているの
か、特に「気候変動への適応」に対してどのよう
に対応すべきかについて調査し、そのデータの分
析結果から岩手県における「地域気候変動適応セ
ンター」の設立に向けて提言できる材料を示すこ
とを研究の目的とする。

▼研究の成果（結論・考察）
１．アンケート結果・分析

267 の農家に向けてアンケート調査票を送付し回収率は
45.3%。事業所向けのアンケートについては、 360 社に
向けアンケート調査票を送付し、回収率は40%。農業従

事者は現状維持を考えている農家が多数であり、温暖化
に適応できる可能性をもつ作物を考慮するという状況は
現在のところみられていない。温暖化の影響を懸念して
いるが、実際にどのように対応していけばよいのか判断
はできていない。「適応という言葉の認知」については
「知らなかった」の回答が半数であった。事業所向けア
ンケートからは、緩和策に取り組む予定はないと回答し
た割合が最も大きい。また、適応策についても、現時点
で取り組む予定はないと回答した割合が最も大きい。

２．考察

事業所向けのアンケートについて、緩和策と適応策につ
いて比較してみると、緩和策の方が「既に取り組んでい
る」と回答した割合が大きいことから、緩和策の方が明
確なイメージがあるといえる。適応策に関しては予測で
きなかった回答が多くみられたことから適応策の認知の
低さ、また明確なイメージの不足、種類の多さを再認識
することとなった。また、岩手県内の事業所は適応につ
いての認知度が低く、適切な情報提供や対策に関する資
金の支援などといった県に対する要望や意見が多数挙げ
られた。

▼研究の内容（方法・経過）

１．調査対象

岩手県内の農業従事者およびその他の事業所

２．調査内容

農業従事者については、県の農業改良普及セン
ターにおける重点対策農家からの抽出その他の
事業所に関しては、国のデータベースから県内
の企業を無作為抽出、対象にアンケートを行う
ことによりデータを収集。

３．調査期間

2022年9月～2023年1月

▼おわりに（まとめ・今後の展開）

本研究で得られた結果から、岩手県全体の様々な業種の
適応に関する情報を収集、分析、発信をする必要性があ
ると考え、情報を統括し、事業所が適応計画に取り組む
際の技術的助言や援助をする役割として、地域気候変動
適応センターの設置は重要な施策であるといえる。

緩和策と適応策の取り組み状況の比較

既に取り組んでいる 現在検討している
今後検討する

こととしている

時点で取り組む

予定はない

緩和策 31% 4% 11% 54%

適応策 25% 5% 7% 63%

. 調査実施にあたり、ご協力いだいた農家、事業所様に感謝申し上げます。


